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はじめに

本稿の筆者は食品冷凍関連を中心に食品関係全般の

研究，開発にほぼ 30 年携わってきた。大学を出て民

間企業で研究開発，その後，大学にて，食品科学とし

ての基礎的研究，民間企業との共同研究，東日本大震

災の三陸水産業復興関連プロジェクトにかかわる技術

開発，新規商品開発研究などの経験を有している。

その間，食品に関連する知的財産について，釈然と

しない疑問，腑に落ちないところが多々あった。私自

身，知的財産についての専門家ではなく，企業勤務時

代から含めれば特許出願経験 20 件弱程度の経験者に

過ぎない。この経験が多いか少ないかは筆者には不明

であるが，筆者の勤務する大学における教員の採用時

の業績書には，ほとんど特許に関する業績を有する者

がいなかった記憶がある。これは，十数年前までは大

学教員採用の際の業績に自分の関連する特許を記載す

る項目さえなかったといった背景も影響しているかも

しれない。現在では，大学教員評価の一指標として学

術論文ほどではないがある程度業績として扱われるよ

うになってきている。

しかるに筆者の知的財産，特に特許についての経験

は，おそらく理系大学教員としては中間程度であると

思われる。本稿で述べる見解，意見，批評は，そう

いった知的財産権について極中間的な知識レベルの一

般的視点からの捉えかたと見て，ご容赦いただきた

い。

１．食生活と特許，実用新案

特許制度は工業製品には有効であるが，食品に関連

する特許制度は本当に有効なのか？

表面上，特許制度は食品に関しても知的財産を守る

ものと認識している。しかし，権利を行使することに

よって利益を得ることができるのか，あるいはまた，

利益を得るべきなのか筆者はかねてから疑問に思うこ

とが多かった。
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食品に関する知的財産について

筆者の感ずる食品に関連する技術特許についての違和感の根源を探るべく，食生活と特許の関わりを考察し

た。その考察の結果として，科学を背景にした技術発明であっても権利化する必要のない場合が食品関連技術

には多々あること，食品企業の知的財産の取り扱いは，商標に比して特許は多くないことを示した。このよう

な食品に関する技術と特許との不整合の原因について特許法の保護対象である技術論を基に考察したところ，

食品に関する技術には，近代科学技術の枠組みのみでは変化や進化をとらえきれない側面があるためであると

推察するに至った。一方，食品の知的財産にとって商標が重要視される事実と，その理由を食品の価値の根源

から検討し，食品は工業製品，医薬品と違って，物質としての機能価値以上に，文化や個人の経験背景，社会

情勢などによって形成される言語情報が価値を大きく左右することを論じた。さらに，そういった食品を対象

としながら近代科学技術の成果として生み出された食品冷凍技術における今日的問題についても紹介した。結

論として，食品の知的財産の議論には，他の工業製品のように技術のみでは決定されない，食品の持つ幅広い

価値についての多面的考察が必要であることを述べた。

要 約



食品に関する特許は広い意味で新規素材，新規保存

法，または新規製造法の開発など多様であり，農産物

生産，漁業，に始まる一次産業はもとより，外食サー

ビス業を含めた三次産業までの広い範囲に関わる。さ

らに家庭におけるキッチン周りになど，食生活全般に

も関わる。

こういった中で，個人レベルで行っていることや町

のレストランで行って来た料理法や創意工夫，科学に

基づいた新しい時間短縮調理法や保存期間延長の方法

あるいは特許制度以前から誰にも知られない秘伝の伝

統的加工技術といったものも食品に関連する技術とし

て数多く存在する。

さらに，ある学校給食のキッチンで行われている工

程に，ある個人が確固たる科学原理に基づいて工夫を

凝らした発明を適用することによって工程改善が見ら

れたとする。これは主張すれば特許にもなりうる。し

かし，当事者は特許を出願するだろうか，おそらく頭

の片隅にもないであろう。ある意味ではそれが知的財

産であるとの認識を持っていないか，もし認識を有し

ていてもそれを権利化するメリットがないと容易に想

像できるからである。こういったことが，食品関連の

特許制度についての筆者の違和感を生み出してきたの

かもしれない。

筆者自身も，メディアから新冷凍術なる家庭で使え

る新しい冷凍法，保管法，解凍法などの問い合わせ，

あるいは当方が提案する新しい方法，テレビ局ととも

に考える新手法などを紹介する番組の協力依頼が多数

ある。しかし，これらの中から一つとして実用新案，

特許，あるいは商標をとったものはない。多くの発

明・技術が権利化困難であることもあるが，多くの人

にとって便利ではあるが権利化が利益に結びつかない

と思われるからである。しかし，知的財産は個別の権

利として営利目的で利用されるものと捉えられるばか

りではなく，人類の共通の財産と捉えることも可能で

ある。後者のような知的財産は，権利化する必要もな

いように思われる。すなわち，食品に関わる有用な技

術は多くの個人の食生活に密着し，営利と別の次元で

利用される場合が多く，特許制度の基本である独占排

他権の取得となじまない側面が多いと考えられる。

仮に無理に個人レベルの発明・技術を権利化し，独

占排他権を取得した場合，混乱を招くことが考えられ

る。

おそらく，日本の特許法の発明の定義「自然法則を

利用した技術的思想の創作のうち高度のもの」（特許

法 2条 1項），また考案にかかわる定義「自然法則を利

用した技術的思想の創作」（実用新案法第 2条 1項）い

ずれにおいても，技術と人の食生活との関わりにおけ

る問題を棚上げにしていることに起因するのか，技術

の優劣を見て進歩性を判断するとしていながら，その

技術の信憑性（効果の有無）を出願人まかせにしてい

る点など，食品にかかわる特許制度には腑に落ちない

ところがあるように思えてならない。

２．食品企業における知的財産

一方で，営利を目的とする食品製造業は，家庭レベ

ルと変わらない小規模製造から，高度に自動化された

工業的手段によって大規模生産する業態まで広い規模

範囲をもつ。営利を目的とする限り，自社技術の権利

化，独占的排他権を持つことは考慮に入れなければな

らない。食品製造業の多くは小規模経営体であり大企

業はごく限られているが，食品大手企業における知的

財産に関しても工業系分野と食品系の分野では，その

扱いに温度差がある。秘伝の味と知られるコカコーラ

の原液レシピ伝説（真偽は不明であるが），すなわち

「コカコーラ社の原液の配合調整法は代々の社長以下

数名しか知らないほど極秘にされている」という伝説

は，特許の有効期限では守られない権利を自社で死守

している極端な例とみることができる。これほど極端

ではないものの，多くの大手食品企業ではその製法，

配合などを特許としてオープンにするか，あるいは企

業内秘密とするかについて常に検討され，実際のとこ

ろ社外秘とすることが多々ある。それも広い意味での

知的財産戦略の一環である。

下記表 1，2は，（株）パテント・リザルトの特許出

願後の審査経過情報をもとに，個別特許の注目度をス

コアリング評価したパテントスコアと呼ばれる値の業

界別のランキング例である。(1)

表 1 は H24 年度における食品業会，表 2 は他業界

の一例として繊維・紙・パルプ業界で登録された特許

のランキングを示す。登録件数をみると，食品業界で

は登録件数 1位の味の素でさえ，表 2の繊維・紙・パ

ルプ業界の 10 位と同等数である。
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表１【食品業界 特許資産規模ランキング】

株式会社パテント・リザルト による

http: //www.patentresult.co.jp/news/2013/10/food.html よ

り抜粋

株式会社パテント・リザルト による

http://www.patentresult.co.jp/news/2013/10/より抜粋

表２【繊維・紙・パルプ業界 特許資産規模ランキング】

また，下図 1は「特許行政年次報告書 2013 年版」か

ら抜粋した業種別の知的財産担当者数と特許・実用新

案の出願件数のデータである。この図 1を見てもわか

るように，食品製造業では，知的財産担当者数，出願

件数ともに全業種の平均値を下回り，他業種，特に工

業製造分野に比べて著しく低いことがわかる。

より詳細には企業と研究開発費，設備投資額の比較

を含めたうえで業種間比較の議論をすべきではある

が，上記の比較結果は食品業界における技術戦略の中

に占める特許に対する価値観が低いためであるように

思える。

図１ 業種別の知的財産担当者数及び特許・実用新案の出願件

数（一社当たりの平均値）(2)

３．科学・技術論からみた食品関連技術

そもそも先に述べた特許法における発明の定義は，

科学に依存した近代技術論を前提としている。村上陽

一郎(3)は，その近代技術を「技術は，科学的成果が生

まれたあと，それを然るべき目的のために応用するこ

とであり，つねに科学の状態によってその状態を決定

されるような人間の営為の体系」と整理している。一
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方で，村上は(3)õ科学的成果の応用だけに技術の変化

の原因を限ってしまうことは，単に技術に対する科学

の優位を認めることによって満足するような「科学

派」のイデオロギーにのみ合致するのみならず，実は

それ自体一つの価値観にたっており，その価値観に乗

らないような技術上の現象を拾い上げ損なうという結

果を生ずる�。さらに，村上(4)はõ技術に目的が伴うこ

とは，一応普遍的であるとしても，何が価値であり，

何が追求すべき目的であるのか，ということ自体が最

も文化依存的である。�として，õ技術�を単なる近代

科学技術に限って考えることの問題点を指摘してい

る。日本の水産物の流通技術，食品に関する技術は，

世界的に見ても高水準にあることがいわれ，昨今見直

される場面も多い。食品は今日，世界共通のものが多

くなったが，日本の文化背景を強く反映した食品に関

する技術に関しては，近代科学技術の枠組みのみでは

技術の変化進化をとらえきれないのではないだろう

か。農業・漁業は地域文化，人と自然のなかで成立す

るものであり，工業生産とは根本的な違いがあるとい

われる。食品産業も単一製品を大量に生産する場合は

一部工業的側面もあるが，ごく少量の製品を地域文

化，局所的文化圏内で生産・消費する場合は，いわゆ

る村社会のルールで技術の独占的権利は守られ，権利

化することによる利益を生まない。そのため特許制度

は不要となる。しかし，昨今，地方活性化のために地

方に眠っていた食品，食材を広域に流通することで利

益を地方にもたらす試みが行われるようになった。そ

の潮流の中においては，特許も含めた知的財産を主張

する必要性が生じている。しかし新規機能性食品など

ある程度科学をベースにした商品などは科学技術発明

の枠組みに入るため特許として戦略をとることが可能

であるが，地域に根差した産物，加工品に関しては，

発明とは程遠いことから特許ではなく，別の知的財産

の権利化を図る必要がある。そこで現在着目されてい

るのがブランド化‐商標戦略である。もとより食品大

手企業においても特許に関しては，知的財産として特

許よりも商標に価値観を見出して注力している面が否

めない。

４．食品と商標

下表 3は 2012 年の商標の登録件数の上位 10 社であ

る。特許出願では，目立たなかった食品関連企業が多

く上位に名を連ねている。また，興味あることに，図

2にみられるように昨今日本の大学における産学連携

成果事例の内，種類別でみると，全体の 77％までが口

に入るいわゆる食品関連であったことが分かった。活

発な産学連携活動が行われていると思われる電気，電

子，材料，化学，機械等の典型的科学技術の成果に大

学ブランドを活用する例が非常に少ない。この事例を

取ってみても食品企業にとって，特許以上に，いかに

ブランド，商標などが価値をもつものであるかがうか

がえる。

表３(5)

図２(6)

それでは，食品関連の知的財産において，なぜ商標

が重要視されるのであろうか。それは，食品を営利商

品として捉えたとき，企業が食品を販売する上で消費

者が何をもってその食品に価値を見出すかに依存して
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図３ 食品の価値について（食品冷凍学研究室作成）

いる。すなわち，顧客である消費者が食品に対して何

に価値を見出して対価としてお金を払うのかを知る必

要がある。品質であろうか，安全性であろうか，食品

の健康機能であろうか，おいしさであろうか？

以下では，食品の価値について筆者の研究室で取り

組んでいる食品価値とは何かについての研究事例を紹

介する。

５．食品の価値とは何によって決まるのか

筆者の研究室では，冷凍技術の研究を長年追及して

きた。しかし，冷凍した食品，食材はおいしくないと

いったレッテルを張られ，品質的には何ら遜色ないに

もかかわらず安価に取引されることが多い。特に水産

物では，一般的に消費者は「生」と聞くと「鮮度が良

さそう，おいしそう」といったイメージを持つことが

多く，一方で，「凍結，解凍品」には，「安い，水っぽ

い」とマイナスのイメージを持つ傾向があり，生産者，

流通関連業者もそのイメージに追随せざるを得ない状

況が続いている。すなわち，いかに優れた科学技術を

駆使して高品質な冷凍食材を提供したとしても，食材

としての価値が認められない側面がある。食品企業は

特許戦略から離れ，商標，ブランドに走る傾向の根源

がここにあると考える。大学の理系研究室で食品の品

質向上に関する研究をいかに追求しても，企業にとっ

て品質管理技術としては有用であるが，企業の本質的

営利にはなかなか結び付かない。

そういったジレンマの原因を探るべく，以下のよう

な仮説を立てた。

そもそも，食品・食材の価値は，消費者が得る情報

から判断されると仮定する。人が「おいしい」と判断

するとき，下図 3に示すように咽喉越し，食感，味覚，

香り，色など物質による直接人が五感でとらえられる

「感覚情報」と，栄養表示，ブランド，産地，生などの

「言語による情報」の総合で判断していると考えられ

る。感覚による情報，すなわち食品の物質としての価

値を与える情報に関しては，科学技術が関与すること

ができるが，言語による情報は，従来の食品の科学技

術ではカバーできない範疇であった。

鮮度低下が早く，収穫量変動，価格変動の激しい水

産物に対して，積極的に冷凍保存技術を適用すること

で鮮度保持，安定供給が図れ，ロス削減など計り知れ

ないメリットが期待される。しかし，現在の発達した

冷凍技術を用いた場合，凍結解凍品と未凍結品（生）

の差を消費者ははたして認識できるか否かについて，

科学的検証がされてこなかった。また，その価値が言

語による情報にいかに影響されるかについても検討さ

れてこなかった。

筆者の研究室ではマグロを例にとって同一の個体部
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図４ 情報有無別のマグロの価格

位からとったマグロ赤身を「冷凍解凍したマグロ刺

身」と「未凍結のままの生マグロ刺身」を，まず情報

を開示せず試食してもらい，その価値を決定するため

WTP（Willingness to Pay：支払意志額推定手法）を

利用し，パネラーに刺身を試食してもらい，両者を価

格で評価してもらう試みを行った。図 4の左がその結

果である。基準解凍マグロを 100 グラム 400 円として

生マグロの価格を答えてもらうと，ほぼ同一の価格評

価であった。すなわち，感覚のみの情報では評価は大

きく変わらないことがわかる。一方，パネラーに生マ

グロ，冷凍解凍後の刺身であることの情報を開示して

価格評価してもらうと右図のように生の方が平均評価

額が 85 円近く高く評価された。

パネラー数も多くなく，十分な検証とは言えないま

でも，明らかに言語情報に人が左右されていることが

伺える結果である。

このように，食品は工業製品，医薬品と違って，そ

の物質としての機能価値に加え言語情報が価値を大き

く左右する。その言語情報により人の判断がどのよう

に形成されるかは，文化，個人の経験背景，社会情勢

その他複雑な因子によると考えられるが，定量的な議

論は現段階では未知の領域であろう。

消費者は上記の価値形成メカニズムをうっすらと気

づきはしているが，はっきりとした認識を持って食品

の価値を判断しているとは到底思えない。一方，食品

企業は上記の問題を消費者よりは認識したうえで商

標，ブランドなど言語戦略を図っているのであろう。

昨今，世間を賑わした食品偽装問題，産地偽装問題

の根底は食品のこれまで述べた特殊性を悪用した問題

であり，他の工業製品ではありえない，あっても稀な

問題である。

科学技術はそういった問題には無力であり，我々，

食品に関わる科学技術研究者はそういった意味で現状

では悲しいことに価値が小さいことになる。

６．食品冷凍技術と特許・科学

食品冷凍技術，特に凍結装置に関する特許には，科

学的に根拠が疑わしい技術が多い。磁場・電場を付与

した凍結により食品の品質が向上するといった類の特

許を多く目にする。

そもそも食品の品質の評価自体多くの因子が入り込

み科学的に「良い悪い」を決定することが難しいうえ，

上記に述べたように食品自体の価値を判断することが

困難なことから，新技術といわれる技術の有効性が科

学的に不確実なものがある。そういった事情から，磁

場の食品凍結に対する有効性については，科学的に弱

磁場は食品凍結に影響しないことを検証した科学論

文(7)があるにも関わらず，特許審査においては磁場の

食品凍結に対する有効性が認められる場合もあるよう

だ。

特許が科学研究の成果を基礎としたõ技術�を対象

とするものとすれば，昨今，「研究者が行った科学研究

が有益な技術につながる場合，学術学会で口頭発表す

る前に特許出願しなければならない。（30 条は別とし

て）」といった事項に矛盾を感ずる。なぜなら特許法

の対象とする発明の定義にある「技術的思想」が意味

するところのõ技術�（以下単に，特許の対象とする

õ技術�という）とは「科学研究の成果」を基礎とした

技術であって，単に発表しただけでは科学研究の成果

ではないため特許の対象とするõ技術�には当たらな

いのではないだろうか。科学研究が成果として認めら

れるには，学術口頭発表では不十分であり，査読シス
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テムを経て論文として認められた場合に限り科学研究

の成果として認められるのである。その場合にも，

STAP 細胞議論のように論争を巻き起こす場合もあ

る。すなわち，科学研究の成果が認められているかい

ないかにかかわらず特許で対象とするõ技術�として

出願できることになる。筆者は特許法を熟知するもの

ではないので，特許の対象とするõ技術�に関しては

「科学研究の成果」の解釈が重要であることを指摘す

るにとどめたい。

７．結論

食品の価値が文化依存的であり，社会的文脈の中で

形成されるため，その関連技術もその価値を生み出す

手段という意味で，やはり文化依存的，社会的文脈の

中にある。そのため欧米の近代的科学技術論を背景と

した特許の対象とするõ技術�では食品に関連する技

術はカバーしきれないところが多くある。大手食品企

業でさえ特許出願には他の工業分野と比べて積極性が

みられないのもそういった理由によるものと考えられ

る。しかし知的財産といった広い枠組みでは，商標な

どで食品の知的財産を権利化し独占的排他権を行使し

利益を得ることができるため，日本国内外を問わず広

域流通を対象とする大手食品企業では商標登録が活発

となる。

こうしてとらえると，筆者の専門とする食品の冷凍

技術は，実用化されて 50 年に過ぎず，食品に関連する

技術のなかでは，比較的近代の科学技術の上に成立す

るものである。しかしながら，食品という文化依存的

なアウトプットを扱うがゆえに，科学以外の因子が入

り込み，技術としての混乱がはなはだしい。そこに特

許制度がしっかりとした役割を果たしてもらうことを

期待したい。

また，昨今食品の生産技術の中で宗教的食品基準で

あるハラル認証が話題に取り上げられることがある。

ハラルを価値判断の基準と考えれば，ハラルはイスラ

ム圏では科学技術以上の力を持つ。ここにも食品独特

の世界観を垣間見ることができる。食品の知的財産を

議論する前に，食品が他の工業製品と異なる特徴をも

つこと，すなわち技術のみでは決定されない幅広い価

値について多面的考察が必要となるのではないだろう

か。
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